  M-EMS-ｄ-17F
 2014.04.01
2021.12.09改

M-EMS内規集（技術関係）
（判定委員会からの指示、要請事項および理事会での運用上の決議事項を内規集として以下にまとめる）

1． 新規登録審査を担当した主幹審査員は、原則として3年間は同一者が主幹審査員を務めるものと
する。　但し、ステップ２ＷにおいてはＥＡ21との相互認証（2年毎）の関係から原則として4年間とする。　　
4年目以降（S2Wでは5年目以降）は、別の主幹審査員が担当し、以前に副審査員コンサルを担当した審査員も可とする。

2． 確認・更新審査

2回目以降の確認・更新審査は、以下の例外を除き、登録審査の主審査員1名で行う。

1 複数サイトで、事務局が認めた受審組織

② その他、事務局が認めた特別な事情のある組織

主審査員交代時は、主審査員は、引継ぎ資料を作成する。
3． 環境改善計画で実施する「環境改善項目数」は次の通りとする。

ステップ1　 　　　3項目以上

ステップ2、2W　 5項目以上

4． 環境改善目標値は、原則整数％単位とし、１％以上とする。

なお、維持目標の場合はこの限りではない（下記、第7項参照）

5． M-EMS環境マニュアルにおいて、ISO14001規格のISO用語を使用しても可とする。　
環境宣言→環境方針、環境影響項目→環境側面、自己評価→内部監査、自己評価員→内部監査員等、読み替えて審査する。

6． 文書番号d-11「審査所見報告書」の記載法

①「環境改善の進捗状況」欄の実績値の記載時、目標が削減目標の場合は「削減率」で記
載する。「達成率」記載は不可とする。

②「総合評価」「判定委員会への提言」欄には「M-EMSステップ１又は２、２Ｗの要求を満足している」か否かを必ず記載すること。
7． 環境改善に係る根源的な目標である、省エネルギー目標（電気、ガソリン、軽油、灯油等）並び
に省資源関連目標で、少なくとも3年以上経過し、改善が限界であると判断した場合、維持管
理も項目数として認める。この場合、環境改善目標値は「維持管理の範疇（0～1％、小数％許
容）」とする。

8． 土木、建築、舗装、造園、電気、管の工事業種で、本社以外に工事現場、倉庫等のうち１カ所
は現場審査を実施する

9． 環境改善目標値について、設備増設、増減産、増減員等一定の状況変化がある時は、増減分を
加減算したものを新規目標値として修正してもよい。
10．「活動、製品及びサービス」に関して、以下をM-EMSの統一見解とする。

　 「活動、製品及びサービス」の「製品」についての定義は、サービスも含む広い概念として取
り扱うこととする。

したがって、M-EMSのマニュアル等には、「活動、製品及びサービス」を記載することとし、
自治体やサービス業等においてもその解釈をご理解頂く様説明に努めることとする。

11．顧客への有償コンサルについては、公的機関を通して実施する場合を除き、M-EMS事務局を
経由して行うこと。勝手に決めた時間単価を顧客に提示して直接実施することは厳に慎むこと。
※本規定は、平成26年4月1日より適用する。
　改訂版は、令和3年（2021年）12月9日より適用する。
改訂履歴表

	改訂No
	改訂日
	改 訂 内 容
	承認
	作成

	ｄ-17F
	2021.12.09
	・1項で、S2Wの同一事業所における審査員の
審査期間を原則3年から4年間に改訂する。
・2項で、複数サイトでも事務局が認めた受審
組織以外は1人審査とする。

・3項、6項にステップ2Wを追記する。
	小林
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